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当社株式の大規模買付行為に関する必要情報リストの交付について 

 

当社は、Effissimo Capital Management Pte Ltd（以下「エフィッシモ社」といいます。）から、平成23

年9月6日付で、当社発行に係る株券等の大規模買付行為に関し、「大規模買付行為に関する意向表明

書」を受領しておりますが、本日、平成23年6月10日開催の当社株主総会で承認された当社の大規模買

付ルール（買収防衛策）に従い、エフィッシモ社に対し、当社取締役会がエフィッシモ社の大規模買

付行為の内容を検討するために必要と考える情報の提供を要請する必要情報リストを別紙のとおり交

付いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、かかる必要情報リストの内容については、特別委員会の承認を得ております。また、当社取

締役会は、エフィッシモ社から提供された情報が十分ではないと認めた場合、エフィッシモ社に対し

て、追加的に情報の提供を要求することがあります。 

 

株主の皆様におかれましては、今後の当社からの情報開示にご留意いただきたく、お願い申し上げ

ます。 

 

以 上 



 

（別紙） 
必要情報リスト1 

 
第 1. 大規模買付者グループの概要 
 
(1) Effissimo Capital Management Pte Ltd（以下「エフィッシモ社」といいます。）、エフィッ

シモ社の共同保有者及び特別関係者、これらの者に関連するファンド、並びにこれらの者

の株主・出資者・組合員・業務執行組合員・関係会社、投資に関する助言若しくは管理業

務を行っている者（直接又は間接を問いません。）（以下総称して「エフィッシモグループ」

といいます。）の概要（具体的名称、住所、設立準拠法、資本構成、出資先、出資先に対

する出資割合、代表者の氏名及び経歴を含みます。）についてご教示ください。 
 
(2) エフィッシモグループ及びその構成員について、現在又は過去の法令等の違反の事実があ

るかどうか（存在する場合はその具体的事実関係）、有罪判決（未確定のものを含みます。）

を受けたことがあるかどうか（存在する場合はその罪名及び科刑）、司法機関若しくは行

政機関等から法令等の違反行為を認定する判決、決定、命令、処分、指導若しくは指摘等

（以下「判決等」といいます。）を受け、又はそのような判決等に関する司法手続若しく

は行政手続等の対象となったことがあるかどうか（存在する場合は当該判決等及び当該手

続の具体的内容）をご教示ください。 
 
(3) エフィッシモグループ及びその構成員（業務執行に関与していない投資家を除きます。）

について、現在日本国内及び海外において係属している訴訟その他の司法上の手続の具体

的内容（係属している裁判所、当該訴訟等の提起の日、当事者、主な争点、訴額等）をご

教示ください。 
 
(4) エフィッシモグループ及びその構成員について、現在又は過去において反社会的勢力との

関連を有している場合は、当該反社会的勢力の概要、当該反社会的勢力と関係を有してい

る者の名称、当該反社会的勢力との関係性についてご教示ください。 
 
(5) エフィッシモ社の Director である高坂卓志氏、今井陽一郎氏、佐藤久彰氏の 3 名及び小寺

杏奈氏の経歴（過去所属していた法人、組合その他の団体の名称、所属していた時期、役

職及び職務内容。特にその職務内容がファンド関連業務である場合には、これらの詳細に

ついてご教示ください。）、当社の営む金融システム事業、流通サービスシステム事業、BPO
事業及び HULFT 事業（以下総称して「当社事業」といいます。）についての知識及び経験、

他の法人、組合その他の団体の役員の兼任状況をご教示ください。 
 
(6) 高坂卓志氏、今井陽一郎氏、佐藤久彰氏又は小寺杏奈氏が過去所属していた法人、組合そ

の他の団体若しくはそのグループ会社又はその構成員（業務執行者を含みます。）につい

て、現在又は過去の法令等（法律、政令、通達、規則、命令、条例、ガイドライン、行政

指導、証券取引所規則その他の規制を含む。以下同じ。）違反（インサイダー取引規制違

反を含みます。）の事実があるかどうか（存在する場合はその具体的事実関係）、有罪判決

                                                  
1 平成 23 年 6 月 10 日付で更新された当社の大規模買付ルール（買収防衛策）において定義された用語は、本リス

トに別途定義するものを除き、本リストにおいても同一の意味を有します。 



 

（未確定のものを含みます。）を受けたことがあるかどうか（存在する場合はその罪名及

び科刑）、司法機関若しくは行政機関等から法令等違反行為を認定する判決等を受け、又

はそのような判決等に関する司法手続若しくは行政手続等の対象となったことがあるか

どうか（存在する場合は当該判決等及び当該手続の具体的内容）をご教示ください。 
 
(7) エフィッシモグループにおける、法令等、証券取引所規則その他の規制等を遵守するため

の内部統制システム及びコンプライアンスシステムの具体的内容及びその実効性につい

てご教示ください。 
 
(8) エフィッシモグループのうち、大規模買付者グループに該当するファンド、法人、組合そ

の他の団体について、それらの者の名称、保有する当社株式の数、ストラクチャー、当該

ファンドにおける想定・期待投資利回り、投資方針、投資要件、投資の意思決定の仕組み

及び方法（大規模買付行為に関する事項を決定するために必要な内部手続を含みます。）、

会計期間、決算期、並びに当該ファンドの業務執行者の報酬の仕組みとその算定方法・基

準等をご教示ください。 
 
(9) エフィッシモグループが実質的に保有する当社株式の株主名簿上の株主の名義、これらの

者の株主名簿上の株式の数、これらの者がいかなる契約その他の関係に基づき株主名簿上

の株主となっているのか、株主名簿上の株主の名義を変更する予定がある場合は変更予定

先の名称について具体的にご教示ください。 
 
第 2. エフィッシモグループの投資行動 
 
(1) エフィッシモグループの①新立川航空機株式会社（以下「新立川航空機」といいます。）、

②立飛企業株式会社（以下「立飛企業」といいます。）、③テクモ株式会社（以下「テクモ」

といいます。）、④株式会社学習研究社（その後の商号変更後の会社を含め、以下「学研」

といいます。）、⑤ダイワボウ情報システム株式会社（以下「ダイワボウ情報システム」と

いいます。）、⑥日産車体株式会社（以下「日産車体」といいます。）、⑦株式会社エンプラ

ス（以下「エンプラス」といいます。）、⑧株式会社テーオーシー（以下「テーオーシー」

といいます。）、⑨株式会社ナイガイ（以下「ナイガイ」といいます。）及び⑩三井金属エ

ンジニアリング株式会社（以下「三井金属エンジニアリング」といいます。）に対する投

資行動について、それぞれを投資先として決定した理由（エフィッシモグループの投資基

準の具体的内容を含む。）、株式の取得を開始した時期、株式の取得の目的、投資方針、当

初想定していた又は現在想定している投資回収方法及び投資回収期間、実際の投資回収方

法及び投資回収期間、当該各投資先の企業価値の向上に資する活動を行った場合には当該

活動の具体的内容、経営陣や従業員との間での友好的関係が構築できたか等を個別にご教

示ください。 
 
(2) 新立川航空機、立飛企業、テクモ、学研、日産車体、テーオーシー、ナイガイ及び三井金

属エンジニアリングの大量保有報告書の変更報告書によれば、エフィッシモグループは、

その保有目的を、いずれも当初は「純投資」としておきながら、途中から「投資及び状況

に応じて経営陣への助言、重要提案行為等を行うこと」ないしこれに準ずる記載に変更し

ているように思われます。それぞれの案件について、このように保有目的が変更された理

由、実際にこれらの投資先の経営陣に対して行った助言、重要提案行為等の内容、これら



 

により対象会社の企業価値が向上した場合にはその具体的内容等をご教示ください。 
 
(3) 上記(1)記載のエフィッシモグループの投資行動のうち、投資先企業の株式を買い占めた後、

その株式を、投資先企業の大株主や経営陣等の会社関係者に対して、高値で買い取らせる

ことにより投資を回収したと思われる事例（新立川航空機、立飛企業及びダイワボウ情報

システム）について、これらの取引に至った経緯及び取引の具体的内容等をご教示くださ

い。また、当社株式についても、今後買い集めを進めた後に、当社又は当社の大株主や経

営陣等に買い取らせる可能性があるかどうか、当社又は当社の大株主や経営陣等がこれを

拒んだ場合におけるその他の投資回収の方法及びその内容、並びにその経済合理性、実現

可能性、時期等についてどのように考えているかをご教示ください。 
 
(4) ダイワボウ情報システムの平成 20 年 1 月 29 日付プレスリリース「エフィッシモ・キャピ

タル・マネージメント・ピーティーイー・エルティーディーからの変更報告書の提出につ

いて」及びエフィッシモ社が平成 20 年 1 月 30 日に提出した大量保有報告書の変更報告書

の添付文書「本ポリシーに関する私どもの認識及び方針の再確認について」によれば、エ

フィッシモ社は、ダイワボウ情報システムが公表していた情報開示要請手続への協力を拒

否し、ダイワボウ情報システムの株式を取得していますが、かかる判断に至った理由を具

体的にご教示ください。また、当社に対しては、平成 23 年 9 月 6 日付で、当社の大規模

買付ルール（買収防衛策）に定められた手続を遵守することを誓約していただいておりま

すが、これは当社の大規模買付ルール 10 頁に記載のとおり、「法的拘束力のある書面」で

あって、エフィッシモ社においては誠実に遵守していただけるものと理解してよろしいで

しょうか。 
 
(5) 上記(1)に記載した事例の他に、エフィッシモグループがこれまで行った日本国内の企業に

対する投資行動の概要（投資基準、投資先の銘柄、株券等の取得の目的、提案行為、投資

先企業の企業価値の向上に資する活動、経営への参画の内容等）、並びに各社の株券等の

取得方法、投資回収方法及び投資回収期間についてご教示ください。 
 
第 3. 大規模買付行為によって達成しようとする目的 
 
(1) エフィッシモグループがその議決権割合を最大 33％まで高めることが、当社の企業価値の

向上に資するか否か、仮に当社の企業価値の向上に資するとの認識であれば、その根拠に

ついて具体的にご説明ください。 
 
(2) エフィッシモグループがその議決権割合を最大 33％まで高めることが、当社の一般株主の

利益の向上に資するか否か、仮に当社の一般株主の利益に資するとの認識であれば、その

根拠について具体的にご説明ください。 
 
(3) エフィッシモグループにより大規模買付行為が行われた場合、当社株式の流動性がより一

層低下するとともに、当社の株主数、流通株式数、流通株式比率及び流通株式時価総額が

更に低下することになりますが、このような当社株式の状況をも踏まえた上で、エフィッ

シモグループによる大規模買付行為により、①市場における当社株式の適正な株価の形成

機能に生じる影響、②当社株式の上場市場の変更の可能性や上場維持に生じる影響、③当

社に対する潜在的な投資家（機関投資家）の投資意欲に与える影響、④その他当社の企業



 

価値及び株主利益に与える影響に関する考え方について具体的にご説明ください。また、

そのように当社の株式の流動性が失われるにもかかわらず、当社株式を買い進める理由及

びその真の狙いについて具体的にご教示ください。 
 
(4) 意向表明書において、「中長期的な企業価値の向上に伴う値上がり益を目的として貴社株

式を保有します」とされていますが、ここでいう「中長期的な企業価値の向上」が意味す

る具体的内容、これを実現する主体、及びエフィッシモグループとの関係等について、具

体的にご説明ください。 
 
(5) 上記のようにエフィッシモグループにより大規模買付行為が行われた場合、当社株式の流

動性がより一層低下することになる状況において、どのように、また、どの程度、株価の

上昇が期待できると考えているかについて、それぞれの根拠とともに具体的にご説明くだ

さい。 
 
(6) 上記のようにエフィッシモグループにより大規模買付行為が行われた場合、当社株式の流

動性がより一層低下することになる状況において、エフィッシモグループが取得した当社

株式を市場内で全て処分することは現実的に可能と考えているか、仮に市場内で株式を処

分した場合に、当社の株式に係る株価は下落する可能性があると考えているか、そのよう

な株価下落の可能性があるにもかかわらず、投資回収が可能であると考えているか、それ

ぞれの根拠とともに具体的にご説明いただくとともに、その他の投資回収方法及びその経

済合理性、実現可能性等についても、具体的にご教示ください。 
 
(7) エフィッシモグループの当社株式の取得方針、想定投資利回り、投資回収期間、投資回収

金額、その他の投資方針に関する基本的な考え方について具体的にご説明ください。 
 
(8) エフィッシモグループが当社に対して投資を行うにあたり重視した指標及びエフィッシ

モグループが望ましいと考える当該指標の水準についてご教示下さい。 
 
(9) エフィッシモグループの当社株式の現状の株価に対する評価及びその判断基準について

ご教示下さい。 
 
(10) エフィッシモグループのこれまでの当社株式の取得にあたっての1株あたりの平均コスト

についてご教示ください。 
 
(11) エフィッシモグループがこれまで行った日本国内の企業に対する投資のうち、「中長期的

な企業価値の向上に伴う値上がり益を目的として」株券等を取得及び保有した事例につい

て、投資先の銘柄、株券等の取得方法、投資回収方法及び投資回収期間をそれぞれ具体的

にご教示ください。 
 
(12) 意向表明書において、「貴社株式保有目的は純投資であり、貴社の経営に対して重大な影

響力を行使することを前提としておりません」とされていますが、当社株式の保有目的が

将来変更される可能性があるか否か、どのような事由が発生し又はどのような条件が成就

した場合に保有目的が変更されるか、変更後の保有目的の内容、変更を行う事由、変更の

時期等について具体的にご教示ください。 



 

 
(13) 大規模買付行為後に、当社の経営に関する何らかの提案又は助言等を行う可能性があるか

どうか、どのような提案又は助言等を行う可能性があるかについて具体的にご教示くださ

い。 
 
第 4. 大規模買付行為の方法及び内容 
 
(1) 大規模買付行為についての具体的な検討を開始した時期、その結果大規模買付行為を行う

可能性があるとの判断に至った理由、経緯、時期及びかかる判断を行う上での前提となっ

た事実、並びにこの時期に意向表明書を提出した理由をご教示ください。 
 
(2) 買付け後の議決権割合を最大で 33％とした理由について具体的にご教示ください。 
 
(3) 将来において、議決権割合にして 33％を超えて当社株式の買付けを行う可能性があるかど

うか、どのような事由が発生し又はどのような条件が成就した場合に議決権割合にして

33％を超えて当社株式の買付けを開始することがあるかについてご教示ください。 
 
(4) 意向表明書において、「主として市場内取引により」当社株式の買付けを行うとされてい

ますが、上記のようにエフィッシモグループにより大規模買付行為が行われた場合、当社

株式の流動性がより一層低下することになる状況において、買付け後の議決権割合を 33％
とする大規模買付行為を市場内取引により行うことの意義、合理性及び実現可能性につい

て、その根拠とともに具体的にご説明ください。 
 
(5) 意向表明書において、「主として」市場内取引により当社株式の買付けを行うとされてい

ますが、市場外での相対取得の候補者が存在するかどうか、存在する場合は当該候補者の

名称、その保有する当社株式の数、及び当該候補者とエフィッシモグループとの関係につ

いてご教示ください。 
 
(6) エフィッシモグループがこれまで行った当社株式に関する取引（エフィッシモグループ内

の取引を含みます。）の内容（取引の時期、相手方、方法及び価格等）、当社株式に関して

締結した契約その他の合意（口頭によるものを含みます。）の内容についてご教示くださ

い。 
 
第 5. 買付資金の裏付け 
 
(1) 大規模買付行為に要する資金の調達の方法（出資者の名称、出資の金額及び条件、資金の

借入先の名称、借入れの金額及び条件、並びに顧客資金の運用に係る顧客の名称、拠出金

額及び拠出の条件等を含みます。）についてご教示ください。また、これらの出資、借入

れ及び資金拠出を受けられることを証する資料をご提示ください。 
 
(2) 大規模買付行為に要する資金について、エフィッシモグループのうち、大規模買付者グル

ープに該当する法人、組合その他の団体の手元資金を利用する場合は、大規模買付行為に

要する資金のうち手元資金の割合について、上記法人、組合その他の団体ごとにご教示く

ださい。また、これらの手元資金を保有していることを証する資料をご提示ください。 



 

 
第 6. 大規模買付者が当社の経営に参画した後に想定している経営方針、事業計画、財務計画、

資本政策、配当政策、資産活用策等 
 
(1) エフィッシモグループが真に当社の企業経営に参加する意思を有しているか、仮に有して

いる場合にはその具体的内容についてご説明ください。 
 
(2) 当社の企業価値の源泉はどのようなものであり、当社の企業価値を中長期的に向上させる

ためにはどのような施策を実行するべきと考えているかについて具体的にご説明くださ

い。 
 
(3) 当社事業に係る業界の今後の見通し、当該業界における当社の位置づけに関する考え方に

ついて具体的にご説明ください。 
 
(4) 当社の中期経営計画その他の経営方針に対する認識及び評価、適当と考える当社の経営方

針について具体的にご説明ください。 
 
(5) 当社の資本政策に対する認識及び評価、適当と考える当社の資本政策、そのような資本政

策を採用した場合に当社の企業価値に与える影響について具体的にご説明ください。 
 
(6) 当社の配当政策に対する認識及び評価、適当と考える当社の配当政策、そのような配当政

策を採用した場合に当社の企業価値に与える影響について具体的にご説明ください。 
 
(7) 当社の資産活用策に対する認識及び評価、適当と考える当社の資産活用策、そのような資

産活用策を採用した場合に当社の企業価値に与える影響について具体的にご説明くださ

い。 
 
(8) エフィッシモグループの当社株主総会における議決権行使の方針（議決権行使基準の内容

を含みます。）、その他の株主としての権利行使の方針について具体的にご説明ください。 
 
第 7. 大規模買付行為の後における当社の株主（大規模買付者を除く。）、従業員、取引先その他

の当社に係る利害関係者等に対する対応策 
 
(1) エフィッシモグループとして、当社の既存株主の利益を尊重し、その意思に従う意向があ

るかどうか、ある場合はその具体的内容についてご教示ください。 
 
(2) エフィッシモグループとして、当社従業員（労働組合を含みます。）の利益を尊重し、そ

の意思に従う意向があるかどうか、ある場合はその具体的内容についてご教示ください。 
 
(3) エフィッシモグループとして、当社と当社の現在及び将来の取引先の利益を尊重し、その

意思に従う意向があるかどうか、ある場合はその具体的内容についてご教示ください。 
 
(4) 当社に対して取締役その他の役員を派遣することを提案する可能性があるかどうか、どの

ような事由が発生した場合に役員を派遣することを提案する可能性があるかについて具



 

体的にご教示ください。 
 
(5) 当社について、増資・減資、合併、事業譲渡・譲受、株式交換・株式移転、会社分割その

他これらに類する行為、重要な財産の処分若しくは取得等の取引に関する提案、助言又は

影響力の行使（株式買取請求権の行使を含みます。）を行う可能性があるかどうか、ある

場合はその具体的内容についてご教示ください。 
 

以 上 
 


